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地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
地
方
公
営
企
業
法
改
正
案
は
、
政
府
か
ら
今
次
国
会
に
提
出
さ
れ
、
迂
余
曲
折
を
経
て
六
月
ニ
―
日
延
長
国
会
の
衆
議
院
地
方
行
政
委
員
会
に
お
い
て
―
―
一
党
共
同
修
正
案
と
い
う
形
で
全
会
一
致
可
決
さ
れ
た
。
こ
れ
は
公
営
企
業
の
将
来
に
と
っ
て
極
め
て
重
要
で
あ
る
の
み
で
な
く
、
最
近
の
公
共
料
金
問
題
に
た
い
す
る
政
府
の
態
度
や
そ
の
背
後
に
あ
る
根
本
的
な
考
え
方
を
非
常
に
ほ
っ
き
り
と
示
し
て
い
る
と
い
う
意
味
で
興
味
深
い
。
本
稿
で
は
、
こ
の
改
正
案
の
問
題
点
を
と
り
あ
げ
て
、
若
干
こ
れ
ら
に
つ
い
て
論
評
を
加
え
た
い
。
同
法
改
正
の
経
過
「
地
方
公
営
企
業
法
」
は
、
昭
和
二
七
年
八
月
一
日
、
法
律
第
二
九
二
号
と
し
て
公
布
さ
れ
、
同
年
一
0
月
一
日
施
行
さ
れ
た
法
律
で
あ
る
。
ま
え
が
き
寺
尾
晃
洋
地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
資
料
紹
介
一/‘ 
こ
の
法
律
は
そ
の
後
数
回
小
さ
な
改
正
を
加
え
ら
れ
た
が
、
今
回
ほ
ど
大
巾
な
改
正
が
意
図
さ
れ
た
こ
と
は
な
か
っ
た
。
こ
の
改
正
に
至
る
ま
で
に
は
、
同
三
九
年
七
月
一
―
一
日
発
足
し
た
「
地
方
公
営
企
業
制
度
調
査
会
」
に
お
い
て
二
七
回
に
わ
た
る
審
議
が
行
わ
れ
た
。
こ
の
調
査
会
は
学
識
経
験
者
二
0
名
の
委
員
か
ら
な
る
自
治
大
臣
の
諮
問
機
関
で
あ
っ
た
。
こ
の
調
査
会
の
第
一
回
総
会
で
、
自
治
大
臣
は
次
の
二
点
に
つ
い
て
諮
問
を
お
こ
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
一
、
地
方
公
営
企
業
の
健
全
な
発
展
を
は
か
る
た
め
の
あ
り
方
、
二
、
地
方
公
営
企
業
の
財
政
再
建
に
つ
い
て
当
面
と
る
べ
き
方
策
、
こ
れ
ら
二
つ
で
あ
っ
た
。
こ
の
第
二
の
点
に
つ
い
て
は
、
同
一
―
―
九
年
―
一
月
す
で
に
調
査
会
は
中
間
答
申
を
お
こ
な
っ
て
、
当
面
の
方
策
を
明
ら
か
に
し
て
い
た
の
で
あ
る
が
、
同
四
0
年
一
0
月
ご
一
日
最
終
的
に
調
査
会
は
前
記
の
二
点
に
つ
い
て
答
申
(
1
)
 
を
お
こ
な
っ
た
。
答
申
は
、
一
、
地
方
公
営
企
業
の
制
度
及
び
運
営
の
改
善
、
二
、
地
方
公
営
企
業
の
財
政
の
再
建
、
の
二
つ
の
部
分
に
分
れ
て
い
る
。
第
一
の
点
は
、
さ
ら
に
、
1
、
地
方
公
営
企
業
の
範
囲
、
2
、
経
営
原
則
、
3
、
企
業
の
適
正
配
置
及
び
適
正
規
模
、
4
、
経
営
形
態
及
び
管
理
体
制
、
5
、
企
業
職
員
、
6
、
資
本
、
7
、
料
金
、
8
、
企
業
会
計
と
一
般
会
計
と
の
負
担
区
分
、
9
、
経
営
の
合
理
化
、
と
い
っ
た
諸
点
に
分
け
ら
れ
、
第
二
の
点
は
、
1
、
そ
の
た
め
の
措
置
、
2
、
赤
字
解
消
財
源
、
に
分
け
ら
れ
て
論
じ
ら
れ
て
い
る
。
結
局
、
A
、
独
立
採
算
制
の
強
化
、
B
、
そ
の
も
と
で
の
経
営
合
理
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地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
化
、
C
、
再
建
策
、
こ
の
三
点
が
こ
の
答
申
の
ね
ら
い
で
あ
る
と
言
え
よ
う
。
今
回
の
政
府
提
出
改
正
原
案
は
こ
の
答
申
に
内
容
的
に
ほ
ぼ
全
面
的
に
依
拠
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
こ
こ
で
は
こ
の
答
申
の
あ
げ
た
諸
論
点
に
即
し
て
改
正
原
案
の
概
要
と
問
題
点
を
順
次
み
て
い
き
た
い
と
思
う
。
山
地
方
公
営
企
業
制
度
調
査
会
「
地
方
公
営
企
業
の
改
善
に
関
す
る
答
申
」
、
昭
和
四
0
年一
0
月
―
二
日
。
改
正
原
案
の
問
題
点
改
正
箇
所
を
明
示
す
る
た
め
に
、
以
下
に
お
い
て
改
正
案
を
上
段
に
、
現
行
法
を
下
段
に
対
照
的
に
示
す
こ
と
に
す
る
。
な
お
改
正
箇
所
は
傍
線
を
も
っ
て
表
示
す
る
。
た
だ
し
重
要
と
思
わ
れ
る
も
の
の
み
を
あ
げ
る
に
と
ど
め
る
。
A
、
独
立
採
算
制
の
強
化
a
、
地
方
公
営
企
業
の
範
囲
改
正
案
二
条
こ
の
法
律
は
、
地
方
公
共
団
体
の
経
営
す
る
企
業
の
う
ち
次
に
掲
げ
る
事
業
（
こ
れ
ら
に
附
帯
す
る
事
業
を
含
む
。
以
下
「
地
方
公
営
企
現
行
法
二
条
こ
の
法
律
は
、
地
方
公
共
団
体
の
経
営
す
る
企
業
の
う
ち
左
の
上
欄
に
掲
げ
る
事
劇
（
こ
れ
ら
に
附
帯
す
る
事
業
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
で
、
業」という。）に適用する
一、水道事業二工
用水道事業、三軌
業、四自動車運送事
五、地方鉄道事業六
電気事業、七ガス
2、前項に定める場合を除
くほか、次条ら六ま
で、第十七条から三
五条まで、第四十から
第四十一条まで及び附則
第三項から附則四ま
での規定（以下「財務
定等」という。）は地方公
共団体の経営する企業
うち病院事業に適用する。
ガ 電
i エ業用水道t水道事業ス 気事 事
業 業 雷
干 干
言
吉+万+ 
人 人 人 人人
常
時
雇
用
さ
れ
る
職
員
の
数
が
そ
れ
ぞ
れ
そ
の
下
欄
に
掲
げ
る
数
以
上
の
も
の
（
以
下
「
地
方
公
営
企
業
」
と
い
う
。
）
に
適
用
す
る
。
21、
前
項
に
定
め
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
次
条
か
ら
第
六
条
ま
で
、
第
十
七
条
か
ら
第
一
―
―
十
五
条
ま
で
、
第
四
十
条
か
ら
第
四
十
一
条
ま
で
及
び
附
則
第
二
項
か
ら
附
則
第
四
項
ま
で
の
規
定
（
以
下
「
財
務
六
四
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規
定
等
」
と
い
う
。
）
は
、
地
方
公
共
団
体
の
経
営
す
る
企
業
の
う
ち
前
項
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
事
業
で
、
常
時
雇
用
さ
れ
る
職
員
の
数
が
そ
れ
ぞ
れ
二
十
人
以
上
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
数
未
満
の
も
の
に
適
用
す
る
。
3
、
前
二
項
に
定
め
る
場
合
を
除
く
ほ
か
、
財
務
規
定
等
の
一
部
（
財
務
規
定
等
の
う
ち
第
十
七
条
の
二
以
外
の
規
定
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
は
、
地
方
公
共
団
体
の
経
営
す
る
企
業
の
う
ち
政
令
で
定
め
る
事
業
で
、
常
時
雇
用
さ
れ
る
職
員
の
数
が
百
人
以
上
の
も
OJI
に
適
用
す
る
。
こ
の
よ
う
に
改
正
案
で
は
、
地
方
公
営
企
業
法
の
適
用
範
囲
が
拡
大
さ
れ
て
、
従
来
は
前
掲
の
七
つ
の
諸
事
業
で
独
立
採
算
制
を
法
的
に
強
、
、
、
、
制
さ
れ
て
い
な
か
っ
た
小
規
模
な
企
業
に
も
、
独
立
採
算
制
が
要
求
さ
地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
六
五
れ
て
き
た
。
さ
ら
に
現
行
法
で
こ
の
法
律
の
当
然
財
務
一
部
適
用
事
業
（
二
条
3
項
）
お
よ
び
条
例
に
よ
る
任
意
適
用
事
業
（
二
条
4
項
）
に
、
、
、
、
な
っ
て
い
る
病
院
事
業
へ
は
、
改
正
案
二
条
2
項
に
よ
っ
て
、
独
立
採
算
制
を
ふ
く
む
財
務
規
定
等
が
強
制
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
一
定
規
模
以
上
で
現
実
的
に
採
算
性
の
高
い
も
の
に
の
み
こ
の
法
律
が
適
用
さ
れ
て
い
る
現
行
法
の
姿
剪
か
ら
み
れ
ば
、
改
正
案
は
そ
う
し
た
一
応
の
た
て
ま
え
ま
で
も
捨
て
去
っ
て
、
「
地
方
公
営
企
業
は
、
企
業
と
し
て
経
営
さ
れ
る
以
上
、
企
業
の
本
質
に
か
ん
が
み
、
当
然
独
立
採
算
に
徹
す
べ
き
で
あ
る
」
と
す
る
「
答
申
」
の
線
に
忠
実
に
沿
う
こ
と
に
な
っ
た
と
言
う
べ
き
で
あ
る
。
「
答
申
」
で
ほ
、
こ
の
改
正
案
に
も
ら
れ
た
基
本
的
な
考
え
方
が
非
常
に
は
っ
き
り
と
打
ち
出
さ
れ
て
い
た
の
で
あ
っ
て
、
そ
こ
で
は
公
益
事
業
以
外
に
も
か
な
り
広
く
公
営
企
業
を
広
げ
て
い
い
が
、
財
政
負
担
を
あ
と
で
ま
ね
か
な
い
よ
う
慎
重
に
公
営
企
業
の
範
囲
を
き
め
る
ぺ
き
で
あ
る
と
い
っ
た
表
現
が
と
ら
れ
て
い
る
、
収
益
事
業
は
と
も
か
く
、
さ
き
に
の
べ
た
法
定
事
業
の
ほ
か
に
も
病
院
事
業
の
よ
う
な
事
業
は
非
常
に
公
益
性
が
強
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
こ
う
し
た
事
業
に
採
算
性
を
一
般
的
に
求
め
る
こ
と
自
体
、
ど
ん
な
に
後
述
の
よ
う
に
一
般
会
計
に
よ
る
負
担
区
分
を
あ
る
程
度
も
ち
だ
し
た
と
こ
ろ
で
、
か
な
り
無
理
な
場
合
が
あ
る
こ
と
は
避
け
え
な
い
で
あ
ろ
う
。
こ
れ
で
は
独
立
採
算
が
で
き
る
も
の
し
か
公
営
企
業
に
し
て
は
な
ら
ぬ
と
い
う
に
等
し
い
。
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b
、
経
営
原
則
・
企
業
会
計
と
一
般
会
計
と
の
負
担
区
分
現
行
法
、
改
正
案
と
も
、
第
一
1
一
条
で
「
地
方
公
営
企
業
は
、
常
に
企
業
の
経
済
性
を
発
揮
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
本
来
の
目
的
で
あ
る
公
共
の
福
祉
を
増
進
す
る
よ
う
に
運
営
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
な
っ
て
い
る
が
、
こ
こ
で
は
む
し
ろ
基
本
原
則
と
し
て
の
あ
い
ま
い
さ
そ
れ
自
体
に
問
題
が
あ
る
。
つ
い
で
、
十
七
条
の
二
次
に
掲
げ
る
地
方
公
営
企
業
の
経
費
で
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、
地
方
公
共
団
体
の
一
般
会
計
又
は
他
の
特
別
会
計
に
お
い
て
、
出
資
、
長
期
の
貸
付
け
、
負
担
金
の
支
出
そ
の
他
の
方
法
に
よ
り
負
担
す
る
も
の
と
す
る
。
一
、
そ
の
性
質
上
当
該
公
営
企
業
の
経
営
に
伴
う
収
入
を
も
っ
で
充
て
る
こ
と
が
適
当
で
な
い
経
費
゜
二
、
当
該
地
方
公
営
企
業
の
性
質
上
能
率
的
な
経
営
を
行
な
っ
て
も
な
お
そ
の
経
営
に
十
七
条
の
二
地
方
公
営
企
業
の
特
別
会
計
に
お
い
て
は
、
そ
の
経
費
ほ
、
当
該
地
方
公
営
企
業
の
経
営
に
伴
う
収
入
を
も
っ
て
充
て
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
経
費
゜
2
、
地
方
公
営
企
業
の
特
別
会
計
に
お
い
て
は
、
そ
の
経
費
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
地
方
公
共
団
体
の
一
般
会
計
又
は
他
の
特
別
会
計
に
お
い
て
負
担
す
る
も
の
を
除
き
、
当
該
地
方
公
営
企
業
の
経
営
に
伴
う
収
入
を
も
っ
て
充
て
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
改
正
案
一
七
条
の
1
一の
2
項
ほ
負
担
区
分
を
前
提
と
し
た
独
立
採
算
制
の
原
則
を
か
か
げ
て
い
る
が
、
こ
こ
に
挿
入
さ
れ
た
但
書
の
指
示
す
る
箇
所
、
つ
ま
り
、
そ
の
前
項
に
抽
象
的
な
か
た
ち
で
あ
げ
ら
れ
て
い
る
二
つ
の
場
合
は
、
そ
れ
だ
け
で
は
具
体
性
に
乏
し
い
の
で
、
「
答
申
」
に
つ
い
て
み
て
み
る
と
、
一
般
会
計
な
ど
で
負
担
す
べ
き
だ
と
さ
れ
て
い
る
も
の
は
、
消
火
栓
の
設
置
お
よ
び
維
持
管
理
に
要
す
る
費
用
、
公
用
・
公
共
用
施
設
に
か
か
わ
る
水
道
料
金
な
ど
、
工
業
用
水
道
事
業
の
建
設
費
の
一
部
、
地
下
鉄
の
建
設
費
の
一
部
、
不
採
算
地
区
の
病
院
な
ど
の
経
営
費
•
あ
る
場
合
に
は
病
院
の
建
設
費
、
公
共
下
水
道
事
業
の
伴
う
収
入
の
み
を
も
っ
て
充
て
る
こ
と
が
客
観
的
に
困
難
ハ六
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建
設
費
の
一
部
と
い
っ
た
ご
く
限
ら
れ
た
場
合
と
な
っ
て
い
る
。
C
、
資
本
・
料
金
二
十
一
条
、
2
前
項
の
料
金
は
、
公
正
妥
当
な
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
か
つ
、
能
率
的
な
経
営
の
下
に
お
け
る
適
正
な
原
価
を
基
礎
と
し
、
地
方
公
営
企
業
の
健
全
な
運
営
を
確
保
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
、。し
十
八
条
、
2
地
方
公
営
企
業
の
特
別
会
計
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
出
資
を
受
け
た
場
合
に
は
、
利
益
の
状
況
に
応
じ
、
納
付
金
を
一
般
会
計
又
前
項
の
料
金
二
十
一
条
、
2
は
、
公
正
妥
当
な
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、
且
つ
、
こ
れ
を
決
定
す
る
に
当
っ
て
は
、
地
方
公
営
企
業
の
収
支
の
均
衡
を
保
持
さ
せ
る
よ
う
に
適
切
な
考
慮
が
払
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
と
こ
ろ
が
一
見
当
然
の
よ
う
に
見
え
る
「
適
正
な
原
価
」
の
な
か
に
ほ
、
「
答
申
」
に
よ
る
と
「
実
体
資
本
を
維
持
す
る
に
た
る
適
正
な
資
本
報
酬
」
と
あ
る
よ
う
に
内
部
留
保
が
ふ
く
ま
れ
て
お
り
、
ま
た
「
健
全
な
運
営
を
確
保
す
る
」
と
い
う
言
葉
は
料
金
改
訂
の
必
要
を
に
お
わ
せ
て
い
る
。地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
は
当
該
他
の
特
別
会
計
に
納
付
す
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
よ
う
に
出
資
に
た
い
す
る
配
当
の
考
え
方
を
入
れ
て
き
て
い
る
。
B
、
独
立
採
算
制
の
強
化
の
も
と
で
の
経
営
合
理
化
a
、
企
業
の
適
正
配
置
及
び
適
正
規
模
「
答
申
」
は
広
域
経
営
方
式
を
推
奨
し
て
い
る
が
、
と
く
に
水
道
に
つ
い
て
は
そ
う
で
あ
る
、
ま
た
都
市
交
通
に
つ
い
て
は
、
公
的
事
業
主
体
に
よ
る
一
元
的
経
営
を
つ
よ
く
打
ち
出
し
て
い
る
。
し
か
も
先
の
場
合
の
事
業
主
体
に
つ
い
て
は
、
広
域
化
に
と
も
な
っ
て
共
同
経
営
方
式
ま
た
は
地
方
公
共
企
業
体
方
式
を
提
議
し
て
い
る
。
そ
こ
で
こ
の
線
に
沿
っ
て
一
部
事
務
組
合
の
か
た
ち
に
お
け
る
公
営
企
業
の
あ
り
方
が
問
題
に
な
っ
て
き
た
。
一
二
十
九
条
の
二
地
方
公
営
企
業
の
経
営
に
関
す
る
事
務
を
共
同
処
理
す
る
一
部
事
務
組
合
（
こ
れ
を
企
業
団
と
い
う
。
）
の
管
理
者
の
名
称
は
、
企
業
長
と
す
る
。
六
七
三
十
九
条
の
二
地
方
公
営
企
業
の
経
営
に
関
す
る
事
務
を
共
同
処
理
す
る
地
方
自
治
法
第
二
百
八
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
一
部
事
務
組
合
（
以
下
「
組
合
」
と
い
う
。
）
に
は
、
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
管
理
者
を
置
か
な
い
こ
と
を
常
例
と
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3
、
企
業
長
は
、
企
業
団
の
規
約
で
別
段
の
定
め
を
し
な
い
限
り
、
地
方
公
営
企
業
の
経
営
に
関
し
識
見
を
有
す
る
者
の
う
ち
か
ら
、
企
業
団
を
組
織
す
る
地
方
公
共
団
体
の
長
が
共
同
し
て
任
命
す
る
も
の
と
す
る
。
5
、
企
業
団
の
監
査
委
員
5
剣
数
は
、
企
業
団
の
規
約
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
二
人
又
は
一
人
と
す
る
。
6
、
前
項
の
監
査
委
員
は
、
企
業
長
が
企
業
団
の
議
会
の
同
意
を
得
て
、
事
業
の
経
営
管
理
に
つ
い
て
専
門
の
知
識
又
は
経
験
を
有
す
る
者
の
う
ち
か
ら
選
任
す
る
。
7
、
企
業
団
の
議
会
の
議
貝
5.
誓
tl‘
ー
十
五
人
を
こ
え
る
5
、
I監
査
委
員
を
置
く
。
す
る
も
の
と
す
る
。
地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
こ
と
が
で
き
な
い
。
一
す
な
わ
ち
こ
こ
で
も
企
業
長
の
選
任
の
仕
方
を
い
わ
ゆ
る
”
能
率
経
験
主
義
“
に
改
め
、
監
査
委
員
も
同
じ
よ
う
な
尺
度
か
ら
選
任
し
、
「
議
員
」
数
を
制
限
す
る
な
ど
、
現
行
法
に
比
ぺ
、
改
正
案
で
は
、
よ
り
細
か
く
、
企
業
的
経
営
に
適
合
す
る
よ
う
に
配
慮
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
b
、
経
営
形
態
及
び
管
理
体
制
さ
て
個
々
の
地
方
公
営
企
業
の
管
理
者
に
つ
い
て
で
あ
る
が
、
現
行
法
で
は
管
理
者
の
自
主
的
な
権
限
は
ほ
と
ん
ど
な
い
の
で
あ
る
が
、
改
正
案
で
は
経
営
の
合
理
化
を
強
調
し
て
、
そ
の
方
向
を
主
と
し
て
管
理
者
の
権
限
の
強
化
に
も
っ
て
き
て
い
る
。
七
条
地
方
公
営
企
業
を
経
営
七
条
地
方
公
営
企
業
を
経
営
す
る
地
方
公
共
団
体
に
、
地
す
る
地
方
公
共
団
体
に
、
判
方
公
営
企
業
の
業
務
を
執
行
該
地
方
公
共
団
体
の
長
の
指
さ
せ
る
た
め
…
．．
 
揮
監
督
の
下
に
地
方
公
営
企
業
の
業
務
を
執
行
さ
せ
る
た
め
、
…
…
つ
ま
り
改
正
案
で
は
、
現
行
法
の
傍
線
の
箇
所
が
削
除
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
管
理
者
の
選
任
や
身
分
の
取
扱
い
に
つ
い
て
、
改
正
案
は
よ
り
＜
わ
し
い
諸
条
項
を
も
っ
て
い
る
。
ま
た
、
七
条
の
二
管
理
者
は
、
地
方
一
七
条
2
管
理
者
は
、
判
副
瑯
六
八
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十
一
条
訓
函
5
同、
T
ョ
、
労
働
協
約
を
結
ぶ
こ
と
。
4
、
管
理
者
の
任
期
は
、
四
争
と
す
る
。
公
営
企
業
の
経
営
に
関
し
識
見
を
有
す
る
者
の
う
ち
か
ら
、
地
方
公
共
団
体
の
長
が
任
命
す
る
。
九
条
、
ゴ
、
予
算
の
胴
案
を
作
成
し
、
地
方
公
共
団
体
の
長
に
送
付
す
る
こ
と
。
方
公
共
団
体
の
吏
員
で
、
地
方
公
営
企
業
の
経
営
に
関
し
識
見
を
有
す
る
者
の
う
ち
か
ら
、
地
方
公
共
団
体
の
長
が
任
命
す
る
。
十
二
条
管
理
者
の
職
に
あ
る
も
の
は
、
左
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
外
、
就
任
の
日
か
ら
三
年
を
経
過
し
た
後
で
な
け
れ
ば
、
そ
の
意
に
反
し
て
転
職
さ
れ
る
こ
と
が
な
い
。
九
条
、
武
、
予
算
の
見
積
に
関
す
る
書
類
を
作
成
し
、
地
方
公
共
団
体
の
長
に
送
付
す
る
こ
と
。
同
、
一
四
、
そ
の
権
限
の
範
囲
内
に
お
い
て
労
働
協
約
を
結
ぶ
こ
と
。
十
一
条
左
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
者
は
、
管
理
者
で
あ
地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
六
九
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
一
、
当
該
地
方
公
営
企
業
の
業
業
に
関
し
、
当
該
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
物
品
の
売
買
若
し
く
は
工
事
の
請
負
を
す
る
者
又
は
就
任
の
日
前
一
年
以
内
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
行
為
を
し
た
こ
と
の
あ
る
劉゚二
、
当
該
地
方
公
営
企
業
の
業
務
に
関
し
、
当
該
地
方
公
共
団
体
に
対
し
、
物
品
の
売
買
若
し
く
は
工
事
の
請
負
を
す
る
法
人
若
し
く
は
こ
れ
ら
の
行
為
を
す
る
者
が
当
該
物
品
の
売
買
若
し
く
は
工
事
の
請
負
に
関
し
て
組
織
す
る
団
体
の
役
員
（
名
称
の
い
か
ん
に
か
か
わ
ら
ず
、
役
員
と
同
等
以
上
の
職
権
又
は
支
配
力
を
有
す
る
者
を
含
む
）
又
は
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地
方
公
営
企
業
の
用
に
供
す
る
資
産
の
取
得
、
地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
+
―
―
一
条
の
二
管
理
者
は
、
そ
の
権
限
に
属
す
る
事
務
の
一
部
を
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
経
営
す
る
他
の
地
方
公
営
企
業
の
管
理
者
に
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
二
十
六
条
、
2
、
…
…
管
理
者
は
、
そ
の
金
額
を
翌
事
業
年
度
に
繰
り
越
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
――-+l―一条
-
+
―
―
一
条
地
方
公
営
企
業
の
用
に
供
す
る
資
産
の
取
得
、
+
―
―
一
条
の
二
管
理
者
は
、
そ
の
権
限
に
属
す
る
事
務
の
一
部
を
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
経
営
す
る
他
の
地
方
公
営
企
業
の
管
理
者
に
委
任
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
は
あ
ら
か
じ
め
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
長
の
同
意
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
、o
し
二
十
六
条
、
2
、
…
…
管
理
者
は
、
当
該
地
方
公
共
団
体
ID
長
の
承
認
を
得
て
、
そ
の
金
額
を
翌
事
業
年
度
に
繰
り
越
し
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る。
就
任
の
日
前
一
年
以
内
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
者
で
あ
っ
た
も
の
。
三
十
三
条
の
二
管
理
者
は
、
地
方
公
営
企
業
の
業
務
に
係
る
公
金
の
徴
収
又
は
収
納
の
事
務
に
つ
い
て
は
、
収
入
の
確
保
及
び
住
民
の
便
益
の
増
進
に
寄
与
す
る
と
認
め
る
場
合
に
限
り
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
私
人
に
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
四
十
条
地
方
公
営
企
業
の
業
務
に
関
す
る
契
約
の
締
結
並
び
に
財
産
の
取
得
、
管
理
及
び
処
分
に
つ
い
て
は
、
地
方
自
治
法
第
九
十
六
条
第
一
項
第
五
号
か
ら
第
七
号
ま
で
管
理
及
び
処
分
は
、
管
理
者
が
行
う
。
管
理
及
び
処
分
は
、
管
理
者
が
行
う
。
但
し
、
条
例
で
定
め
る
重
要
な
資
産
の
取
得
及
び
処
分
は
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
長
の
承
認
を
受
け
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
七
〇
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地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
企
業
職
員
の
給
与
三
十
八
条
企
業
職
員
の
給
与
及
び
第
二
百
三
十
七
条
第
ニ
―
項
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。
こ
の
よ
う
に
管
理
者
に
つ
い
て
、
民
間
か
ら
の
起
用
を
容
易
に
し
、
任
期
を
延
長
し
、
予
算
を
実
質
的
に
作
成
さ
せ
、
労
働
協
約
の
締
結
に
自
主
性
を
高
め
さ
せ
、
い
く
つ
か
の
点
で
地
方
公
共
団
体
の
長
に
よ
る
制
約
を
脱
す
る
こ
と
を
可
能
に
し
た
。
終
り
の
第
四
十
条
は
、
第
六
章
雑
則
の
な
か
に
あ
っ
て
、
地
方
自
治
法
の
適
用
除
外
規
定
の
一
つ
で
あ
る
が
、
第
九
六
条
一
項
五
号
（
違
法
に
徴
集
さ
れ
た
地
方
税
な
ど
の
払
戻
）
、
六
号
（
基
本
財
産
、
減
債
基
金
そ
の
他
積
立
金
穀
等
の
設
置
、
管
理
及
び
処
分
）
、
七
号
（
主
要
な
財
産
の
取
得
又
は
処
分
及
び
営
造
物
の
設
置
又
は
処
分
）
に
つ
い
て
議
会
の
議
決
を
要
し
な
い
と
い
う
こ
と
、
第
二
三
七
条
二
項
（
特
別
会
計
に
は
予
備
費
を
設
け
な
い
こ
と
が
で
き
る
）
の
不
適
用
、
つ
ま
り
予
備
費
を
設
け
る
と
い
う
こ
と
で
、
い
ず
れ
も
経
営
の
自
主
化
を
示
し
て
い
る
。
C
、
企
業
職
員
第
三
十
六
条
で
は
、
現
行
法
が
地
方
公
営
企
業
に
従
事
す
る
職
員
と
し
て
い
る
の
に
た
い
し
て
、
改
正
案
で
は
企
業
職
員
と
い
う
名
称
を
使
用
し
て
い
る
が
、
こ
こ
で
と
く
に
重
要
な
点
は
給
与
に
つ
い
て
で
あ
る
。
三
十
八
条
は
、
給
料
及
び
手
当
と
す
る
。
21、
企
業
職
員
の
給
与
は
、
そ
の
職
務
に
必
要
と
さ
れ
る
技
能
、
職
務
遂
行
の
困
難
度
職
務
の
内
容
と
責
任
に
応
ず
る
も
の
で
あ
り
、
か
つ
、
職
員
の
発
揮
し
た
能
率
が
充
分
に
反
映
さ
れ
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
3
、
企
業
職
員
の
給
与
は
、
生
計
費
並
び
に
同
1
又
は
類
悶
職
種
の
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
職
員
並
び
に
民
間
事
業
の
従
事
者
の
給
与
剃
考
七
慮
し
、
か
つ
、
当
該
地
方
公
営
企
業
の
経
営
の
状
況
を
考
慮
し
て
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
よ
う
に
民
間
で
も
ま
だ
一
般
化
し
て
い
な
い
職
務
給
の
法
律
的
な
導
入
が
う
ち
だ
さ
れ
て
お
り
、
ま
た
給
与
に
つ
い
て
は
「
同
一
又
ほ
類
似
の
職
種
」
と
「
経
営
の
状
況
」
を
考
慮
し
て
決
め
る
と
い
う
2
、
‘
企
業
職
員
の
給
与
は
、
生
計
費
並
び
に
国
及
び
地
方
公
共
団
体
の
職
員
並
び
に
民
間
事
業
の
従
事
者
の
給
与
到
の
他
の
事
情
を
考
慮
し
て
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
ほ
、
そ
の
職
務
と
責
任
に
応
tiも
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
294 
地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
但
書
が
入
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
は
現
行
法
で
の
「
国
及
び
地
方
公
共
団
体
」
つ
ま
り
公
務
員
と
か
「
民
間
事
業
」
を
考
慮
す
る
と
い
っ
た
表
現
よ
り
も
、
一
層
ほ
っ
き
り
と
、
労
働
条
件
が
劣
悪
な
民
営
バ
ス
な
ど
と
比
べ
る
と
い
う
こ
と
、
ま
た
赤
字
経
営
の
時
は
賃
金
引
上
げ
は
し
な
い
と
い
う
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
他
方
で
ス
ト
権
が
地
方
公
営
企
業
職
員
に
は
な
い
と
い
う
こ
と
と
相
ま
っ
て
、
彼
ら
に
極
め
て
不
利
な
改
正
点
で
あ
る
と
し
て
、
労
働
組
合
側
か
ら
強
力
な
反
対
を
う
け
て
き
た
。
C
、
再
建
策
改
正
案
に
よ
れ
ば
、
財
政
の
再
建
を
行
な
お
う
と
す
る
地
方
公
共
団
体
は
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
議
会
の
議
決
を
経
て
、
自
治
大
臣
に
申
し
出
て
、
財
政
再
建
計
画
を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
が
（
四
十
―
―
―
条
）
、
こ
の
計
画
で
は
五
年
度
以
内
に
不
良
債
務
を
解
消
す
る
こ
と
（
同
条
3
項
）
が
義
務
づ
け
ら
れ
、
昭
和
1
1
一
十
九
年
度
末
で
の
不
良
債
務
や
実
質
赤
字
の
範
囲
内
に
お
け
る
一
時
借
入
金
の
償
還
及
び
未
払
金
の
支
払
、
退
職
手
当
の
財
源
に
あ
て
る
た
め
の
財
政
再
建
債
の
発
行
（
四
十
五
条
）
、
五
年
度
以
内
に
こ
れ
を
償
還
す
る
こ
と
（
四
十
六
条
）
、
財
政
再
建
債
の
利
子
の
一
部
の
補
給
〔
年
六
分
五
厘
を
こ
え
る
も
の
に
つ
き
、
年
一
分
五
厘
の
定
率
を
乗
じ
て
得
た
額
を
限
度
と
し
て
行
う
〕
（
四
十
七
条
）
な
ど
が
規
定
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
場
合
、
政
府
と
地
方
公
営
企
業
と
の
関
係
が
注
意
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
改
正
案
四
十
三
条
2
項
で
は
「
自
治
大
臣
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
昭
和
三
十
九
年
度
の
赤
字
企
業
を
経
営
す
る
地
方
公
共
団
体
に
対
し
て
、
こ
の
章
の
規
定
に
よ
っ
て
当
該
企
業
に
つ
い
て
財
政
の
再
建
を
行
な
う
よ
う
に
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
あ
り
、
同
五
十
条
で
は
「
財
政
の
再
建
を
行
な
う
場
合
で
な
け
れ
ば
、
企
業
債
を
起
こ
す
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
財
政
再
建
の
申
出
の
な
い
赤
字
団
体
、、
へ
政
府
の
意
志
を
強
制
す
る
て
こ
と
し
て
企
業
債
を
つ
か
っ
て
い
る
。
さ
ら
に
同
五
条
の
二
に
は
「
国
の
行
政
機
関
の
長
は
、
地
方
公
営
企
業
の
業
務
に
関
す
る
処
分
そ
の
他
の
事
務
の
執
行
に
あ
た
っ
て
ほ
、
す
み
や
か
に
適
切
な
措
置
を
講
ず
る
等
地
方
公
営
企
業
の
健
全
な
運
営
が
図
ら
れ
る
よ
う
に
配
慮
す
る
も
の
と
す
る
」
と
あ
り
、
こ
れ
は
同
四
十
条
の
一
―
-
（
現
行
法
で
は
四
十
条
の
1
1
)
の
自
治
大
臣
の
地
方
公
営
企
業
へ
の
助
言
、
勧
告
の
権
限
と
と
も
に
政
府
の
干
渉
増
大
を
意
味
し
て
い
る。
若
干
の
コ
メ
ン
ト
前
節
で
ほ
、
A
、
独
立
採
算
制
の
強
化
、
B
、
そ
の
も
と
で
の
経
営
合
理
化
、
C
、
再
建
策
と
い
う
一
―
―
つ
の
視
角
か
ら
、
改
正
案
と
現
行
法
と
の
ち
が
い
を
み
て
き
た
。
さ
て
こ
こ
で
い
う
改
正
案
に
つ
い
て
の
論
評
も
こ
れ
ら
と
別
の
も
の
で
は
な
い
。
以
上
が
今
回
の
改
正
原
案
の
り
ん
か
く
で
あ
る
。
七
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ま
ず
何
よ
り
も
前
に
注
意
さ
れ
ね
ば
な
ら
な
い
点
は
、
こ
の
改
正
案
の
根
本
的
思
考
方
法
が
、
あ
ま
り
に
も
企
業
内
的
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
こ
の
点
は
労
働
組
合
の
側
か
ら
終
始
指
摘
さ
れ
て
き
た
と
お
(
2
)
 
り
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
改
正
案
の
方
向
は
公
企
業
へ
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の
仕
方
と
し
て
誤
り
で
あ
る
。
「
答
申
」
は
事
態
を
こ
こ
ま
で
も
っ
て
き
た
原
因
は
、
一
つ
に
は
、
人
件
費
、
物
件
費
の
増
加
で
原
価
が
急
上
昇
し
た
こ
と
、
二
つ
に
ほ
、
巨
額
の
建
設
投
資
に
よ
る
資
本
費
負
担
の
増
大
、
一
―
―
つ
に
は
、
料
金
改
訂
の
遅
れ
、
四
つ
に
は
経
営
合
理
化
の
不
徹
底
、
と
ま
こ
と
に
羅
列
的
に
書
き
流
し
て
い
る
が
、
こ
う
し
た
原
因
の
分
析
が
お
ざ
な
り
だ
っ
た
と
こ
ろ
に
、
す
べ
て
を
利
用
者
に
押
し
つ
け
て
解
決
し
て
し
ま
お
う
と
す
る
考
え
方
が
あ
ら
わ
れ
て
い
る
と
い
う
(
3
)
 
論
者
の
指
摘
は
当
を
え
て
い
る
。
地
方
公
営
企
業
の
当
面
す
る
困
難
の
、
、
、
、
、
、
、
多
く
は
都
市
政
策
の
貧
困
に
起
因
す
る
。
す
な
わ
ち
高
度
成
長
政
策
と
共
に
産
業
基
盤
の
整
備
に
、
安
直
な
工
場
誘
致
に
地
方
自
治
体
の
行
財
政
が
専
ら
奉
仕
さ
せ
ら
れ
、
生
活
基
盤
を
あ
ず
か
る
地
方
公
営
企
業
が
あ
と
ま
わ
し
に
な
っ
た
と
こ
ろ
に
、
地
方
公
営
企
業
経
営
悪
化
の
真
の
原
因
が
あ
る
と
言
っ
て
よ
い
。
さ
て
こ
の
よ
う
な
角
度
か
ら
、
私
は
次
の
よ
う
な
諸
点
を
指
摘
し
た
い
。
日
、
独
立
採
算
制
こ
そ
今
日
の
経
営
悪
化
の
解
決
の
た
め
に
ほ
、
む
し
ろ
非
現
実
的
な
政
策
で
あ
り
、
一
般
会
計
か
ら
の
効
果
的
な
量
の
出
資
な
ど
、
財
政
資
金
の
導
入
を
今
日
ほ
ど
必
要
と
し
て
い
る
時
は
な
地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
七
い
と
い
う
こ
と
、
こ
れ
が
第
一
点
で
あ
る
。
単
に
管
理
者
の
自
主
的
な
権
限
を
拡
大
し
た
り
、
組
織
を
作
り
か
え
た
り
し
た
だ
け
で
は
、
十
分
な
効
果
ほ
期
し
が
た
い
。
わ
れ
わ
れ
が
直
面
し
て
い
る
事
態
は
、
独
立
採
算
制
の
な
か
で
必
要
な
合
理
化
、
近
代
化
の
資
金
が
不
足
し
て
い
る
の
で
、
合
理
化
の
効
果
的
な
手
も
打
て
ず
、
い
よ
い
よ
コ
ス
ト
が
か
さ
み
、
赤
字
を
増
し
て
い
っ
て
い
る
大
都
市
の
姿
で
あ
る
。
と
く
に
今
日
で
は
、
七
、
一
―
1
0
0億
円
の
公
債
発
行
、
平
年
度
一
―
-
、
0
六
九
億
円
の
減
税
を
基
軸
と
し
た
四
兆
一
―
―
千
億
円
以
上
の
超
大
型
予
算
に
加
う
る
に
二
兆
円
を
超
え
る
財
政
投
融
資
と
い
っ
た
不
況
政
策
の
た
め
の
積
極
的
財
政
政
策
が
物
価
上
昇
に
大
き
な
圧
力
と
な
っ
て
お
り
、
半
面
こ
う
し
た
政
府
の
政
策
の
影
響
で
、
つ
ま
り
不
況
減
税
に
影
響
さ
れ
て
、
地
方
財
政
は
よ
り
窮
迫
し
、
今
年
度
は
歳
入
で
五
八
一
ー
一
億
円
の
減
収
、
こ
れ
に
た
い
し
地
方
負
担
の
増
加
で
七
0
六
億
円
の
支
出
増
加
と
な
る
と
さ
(
4
)
 
れ
て
お
り
、
地
方
公
営
企
業
は
ま
す
ま
す
独
立
採
算
の
方
向
へ
押
し
や
ら
れ
よ
う
と
し
て
い
る
客
観
情
勢
に
あ
る
。
し
か
し
な
が
ら
逆
に
こ
の
こ
と
は
政
府
の
手
に
巨
大
な
財
源
が
あ
る
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
簡
単
に
財
源
が
な
い
と
は
い
え
ま
い
。
ま
た
常
に
問
題
に
な
る
の
で
あ
る
が
、
税
源
配
分
と
い
う
こ
と
も
あ
ら
た
め
て
問
題
に
な
ら
う
。
で
ほ
ど
れ
だ
け
の
財
源
が
必
要
と
さ
れ
る
か
と
い
う
こ
と
で
あ
る
が
、
た
だ
む
や
み
と
資
本
報
酬
を
料
金
の
な
か
に
入
れ
る
の
が
よ
い
か
悪
い
か
言
っ
て
み
て
も
、
そ
れ
が
ど
う
い
う
理
由
に
も
と
づ
い
て
い
る
の
か
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地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
明
ら
か
で
な
い
間
は
、
や
は
り
科
学
的
で
な
い
。
今
日
で
は
、
同
一
資
本
量
の
私
企
業
の
利
潤
率
が
一
箇
の
め
や
す
と
な
っ
て
、
こ
れ
か
ら
一
定
程
度
下
回
っ
た
利
潤
率
水
準
が
公
企
業
の
利
潤
率
と
し
て
理
論
的
に
想
定
し
う
る
の
で
あ
る
が
、
現
実
的
に
は
さ
ら
に
政
策
的
要
因
が
入
っ
て
く
る
。
し
た
が
っ
て
一
義
的
な
水
準
を
出
す
と
い
う
こ
と
は
な
か
な
か
困
難
な
問
題
に
な
っ
て
く
る
。
具
体
的
に
は
財
政
を
ど
の
階
級
が
ど
れ
だ
け
利
用
で
き
る
か
、
ま
た
し
な
け
れ
ば
な
ら
ぬ
か
、
そ
う
し
た
カ
関
係
が
介
入
し
て
く
る
。
「
答
申
」
や
改
正
案
で
も
、
単
に
独
立
採
算
制
を
強
化
す
る
と
い
う
の
で
な
く
て
、
い
わ
ゆ
る
負
担
区
分
の
問
題
が
入
っ
て
き
て
い
る
が
、
こ
れ
は
公
共
料
金
の
相
つ
ぐ
値
上
り
の
中
で
高
ま
っ
て
き
た
大
衆
の
抵
抗
へ
の
一
つ
の
反
応
で
は
あ
ろ
う
が
、
こ
の
負
担
区
分
が
極
め
て
例
外
的
な
場
合
に
局
限
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
、
そ
う
し
た
力
関
係
の
あ
り
方
が
反
映
さ
れ
て
い
る
。
税
と
い
う
形
で
生
活
の
共
通
費
を
前
払
い
し
た
上
に
、
完
全
に
自
前
で
社
会
諸
施
設
を
ま
か
な
わ
ね
ば
な
ら
ぬ
理
由
は
基
本
的
に
な
い
の
で
な
い
か
、
こ
れ
は
ま
こ
と
に
当
然
の
疑
問
で
あ
ろ
う
。
口
、
地
方
公
営
企
業
の
経
営
組
織
及
び
形
態
を
考
え
る
場
合
、
地
方
、、
自
治
が
守
ら
れ
る
か
否
か
に
つ
い
て
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
と
い
う
こ
と
、
こ
れ
が
第
二
点
で
あ
る
。
独
立
採
算
制
は
非
常
に
根
深
い
と
こ
ろ
で
、
現
代
資
本
主
義
の
あ
り
方
に
結
び
つ
い
て
い
て
、
住
民
の
利
益
や
生
活
を
日
々
む
し
ば
ん
で
い
る
。
し
た
が
っ
て
そ
の
も
の
で
の
経
営
合
理
化
の
諸
手
段
は
住
民
の
立
場
か
ら
十
分
再
検
討
さ
る
べ
き
も
の
を
含
ん
で
い
る
。
私
は
、
管
理
者
の
権
限
を
強
め
る
こ
と
は
、
住
民
の
生
活
に
直
接
責
任
の
あ
る
地
方
議
会
や
地
方
公
共
団
体
の
長
の
正
当
な
権
限
の
行
使
を
制
約
す
る
よ
う
な
か
た
ち
で
な
さ
れ
て
は
な
ら
な
い
と
い
う
点
が
極
め
て
重
要
で
あ
る
と
思
う
。
も
ち
ろ
ん
、
一
方
的
に
独
立
採
算
制
を
管
理
者
に
強
制
す
る
ば
か
り
で
、
必
要
な
権
限
を
他
方
で
与
え
て
お
か
な
い
と
い
う
の
は
誤
り
で
あ
っ
て
、
こ
の
点
に
つ
い
て
は
基
準
的
な
考
え
方
は
あ
っ
て
し
か
る
べ
き
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
給
与
な
ど
の
経
常
勘
定
に
ふ
く
ま
れ
る
費
用
に
つ
い
て
は
、
外
部
か
ら
予
算
的
な
規
制
は
す
べ
き
で
は
な
い
。
た
だ
事
業
計
画
、
事
業
予
算
（
た
だ
し
純
計
予
算
）
、
債
券
発
行
、
借
入
金
な
ど
資
本
勘
定
の
諸
費
目
お
よ
び
運
賃
・
料
金
に
つ
い
て
ほ
、
地
方
公
共
団
体
の
長
の
認
可
、
決
定
、
地
方
議
会
に
よ
る
承
認
が
必
須
で
あ
る
と
言
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
最
近
公
営
交
通
事
業
の
運
賃
、
料
金
値
上
げ
に
つ
い
て
の
運
輸
大
臣
の
認
可
権
を
め
ぐ
っ
て
、
こ
れ
を
な
く
せ
よ
と
い
う
要
望
が
で
て
い
る
が
、
今
日
の
よ
う
な
事
態
で
は
、
こ
れ
は
あ
っ
た
方
が
物
価
対
策
と
し
て
は
よ
い
の
で
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。
ま
た
先
程
の
財
政
資
金
の
動
員
の
仕
方
に
つ
い
て
で
あ
る
が
、
国
か
ら
そ
れ
が
出
る
こ
と
が
現
在
の
地
方
財
政
と
し
て
は
、
現
実
に
適
し
た
や
り
方
で
あ
る
と
は
い
え
、
こ
こ
に
も
地
方
自
治
の
問
題
が
あ
る
の
で
、
地
方
財
源
を
ふ
や
す
よ
う
な
形
で
、
税
源
配
分
を
改
善
す
る
の
が
、
こ
七
四
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う
し
た
角
度
か
ら
も
よ
い
と
言
え
る
。
前
節
の
財
政
再
建
計
画
に
関
連
し
て
、
中
央
の
地
方
へ
の
介
入
が
よ
り
厳
し
く
な
る
傾
向
が
、
こ
の
改
正
案
の
処
々
に
み
え
て
い
る
が
、
こ
の
点
は
も
ち
ろ
ん
十
分
警
戒
す
べ
き
で
あ
る
。
最
近
、
大
阪
、
奈
良
、
和
歌
山
の
府
県
合
併
の
主
張
が
散
見
さ
れ
る
が
、
い
わ
ゆ
る
広
域
行
政
は
最
近
の
最
も
重
要
な
論
点
の
―
つ
で
あ
る
。
大
都
市
の
膨
張
に
よ
っ
て
、
隣
接
都
市
と
接
合
し
て
き
た
と
き
、
大
都
市
の
公
営
企
業
は
い
か
な
る
経
営
形
態
を
と
る
こ
と
が
合
理
的
か
、
こ
、
、
、
、
、
、
、
う
い
う
観
点
か
ら
今
日
地
方
公
共
企
業
体
の
構
想
が
動
き
出
し
て
き
て
い
る
。
こ
う
し
た
地
方
公
営
企
業
の
編
成
替
え
の
動
機
は
理
解
で
き
、
ま
た
経
済
的
な
理
由
も
あ
る
と
は
い
え
、
こ
の
場
合
で
も
、
十
分
地
方
自
治
の
基
本
的
な
ル
ー
ト
、
つ
ま
り
そ
れ
ぞ
れ
の
都
市
の
地
方
議
会
の
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
の
途
を
ど
の
よ
う
に
敷
い
て
い
く
か
、
こ
の
点
が
非
常
に
難
し
い
点
で
あ
る
。
•
も
し
こ
の
点
の
考
慮
が
な
い
と
、
地
方
公
共
企
業
体
的
な
経
営
形
態
は
、
今
日
の
財
政
環
境
の
も
と
で
は
、
容
易
に
独
立
採
算
制
の
網
に
ま
き
こ
ま
れ
る
で
あ
ろ
う
。
こ
の
問
題
は
今
日
の
条
件
で
は
慎
重
に
、
漸
進
的
に
解
決
へ
と
進
む
べ
含
問
題
で
あ
る
と
思
わ
れ
る
。
た
だ
東
京
都
営
と
営
団
の
地
下
鉄
経
営
は
す
み
や
か
に
各
都
営
都
市
交
通
機
関
と
一
元
化
経
営
さ
れ
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
し
か
し
一
般
的
に
は
、
性
急
に
各
都
市
の
公
営
企
業
を
一
元
化
す
る
よ
り
も
、
た
と
え
ば
大
阪
の
都
市
交
通
の
場
合
な
ど
で
は
、
関
係
各
市
の
代
表
で
構
地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
題
点
（
寺
尾
）
七
五
、
、
、
、
成
さ
れ
た
”
行
政
委
員
会
“
の
か
た
ち
の
交
通
調
整
の
専
門
機
関
を
作
り
、
こ
れ
が
自
主
的
に
都
市
交
通
の
問
題
を
、
国
鉄
環
状
線
や
私
鉄
を
ふ
く
め
て
調
整
に
あ
た
り
、
出
来
れ
ば
資
本
調
達
が
で
き
に
く
い
中
小
衛
星
都
市
に
つ
い
て
は
資
本
調
達
機
能
を
ひ
き
う
け
る
と
い
っ
た
一
種
の
構
想
が
あ
り
う
る
の
で
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。
結
局
は
通
勤
圏
の
国
、
、
、
鉄
、
公
営
交
通
お
よ
び
私
鉄
を
一
元
化
し
た
大
き
な
社
会
化
さ
れ
た
都
市
交
通
機
構
が
で
き
あ
が
ら
な
い
こ
と
に
は
、
こ
の
問
題
は
最
終
的
に
は
解
決
し
な
い
が
、
一
挙
に
そ
こ
ま
で
行
け
る
も
の
で
は
な
い
o
,
国
、
最
後
に
再
建
策
に
つ
い
て
触
れ
る
と
、
昭
和
四
一
年
六
月
一
六
日
自
社
両
党
の
非
公
式
折
衡
に
よ
っ
て
、
社
会
党
主
張
の
線
に
沿
っ
て
修
正
案
が
ま
と
ま
り
、
民
社
党
も
こ
れ
に
同
意
す
る
に
至
っ
た
。
修
正
内
容
は
次
の
通
り
で
あ
る
。
一
、
企
業
職
員
の
給
与
は
職
員
の
能
率
が
じ
ゅ
う
ぶ
ん
に
考
慮
（
原
案
で
は
反
映
）
さ
れ
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
と
と
も
に
給
与
の
決
定
に
あ
た
っ
て
は
、
地
方
公
営
企
業
の
経
営
の
状
況
そ
の
他
の
事
情
（
原
案
で
は
地
方
公
営
企
業
の
経
営
の
状
況
）
を
考
慮
し
て
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。
一
、
自
治
大
臣
が
赤
字
企
業
を
経
営
す
る
地
方
公
共
団
体
に
対
し
財
政
の
再
建
を
行
な
う
よ
う
勧
告
で
き
る
と
し
て
い
た
原
案
の
規
定
を
削
除
す
る
。
一
、
財
政
再
建
債
の
対
象
と
な
る
赤
字
は
、
昭
和
四
十
年
度
（
原
案
298 
で
は
＝1
一
十
九
年
度
末
）
の
赤
字
と
す
る
。
一
、
財
政
再
建
債
に
対
す
る
国
の
利
子
補
給
は
年
三
・
五
％
（
原
案
は
年
六
•
五
％
）
を
こ
え
る
部
分
に
つ
い
て
政
令
で
定
め
る
基
準
に
従
い
年
四
・
五
％
（
原
案
は
年
一
分
五
厘
）
を
限
度
と
し
て
行
な
う
も
の
と
す
る
。
一
、
財
政
再
建
期
間
お
よ
び
財
政
再
建
債
の
償
還
年
限
を
お
お
む
ね
七
年
度
（
原
案
は
お
お
む
ね
五
年
度
）
と
す
る
。
一
、
財
政
の
再
建
を
行
な
わ
な
い
赤
字
企
業
に
対
す
る
企
業
債
の
制
限
規
定
を
削
除
す
る
。
（
日
経
、
昭
四
一
・
六
•
一
七
）
再
建
債
の
対
象
と
す
る
赤
字
は
四
0
年
度
末
ま
で
含
め
て
約
九
四
〇
億
円
で
あ
り
、
利
子
補
給
措
置
に
よ
る
財
政
負
担
は
、
公
営
企
業
が
再
建
計
画
を
ま
と
め
る
ま
で
に
か
な
り
の
日
数
が
か
か
る
た
め
、
初
年
度
分
と
し
て
は
四
一
年
度
予
算
に
計
上
し
て
あ
る
一
億
五
0
0
0万
円
で
(
5
)
 
ま
か
な
え
る
と
い
わ
れ
て
い
る
（
日
経
、
昭
四
一
・
六
・
一
七
）
。
も
し
こ
の
改
正
が
現
実
化
す
る
な
ら
ば
、
こ
の
赤
字
補
給
は
地
方
公
営
企
業
の
独
立
採
算
制
強
化
の
方
向
を
促
進
す
る
て
こ
と
な
る
で
あ
ろ
う
。
し
か
し
な
が
ら
応
急
策
と
し
て
は
妥
当
で
あ
っ
て
も
、
政
府
の
地
方
公
営
企
業
対
策
が
独
立
採
算
制
を
た
て
前
と
す
る
限
り
、
や
は
り
根
本
的
な
問
題
は
触
れ
ら
れ
な
い
で
残
っ
て
い
る
と
言
っ
て
過
言
で
は
あ
る
ま
、o
＞ヽ
図
日
本
都
市
交
通
労
働
組
合
連
合
会
「
制
度
調
査
会
答
申
の
問
題
点
と
わ
れ
地
方
公
営
企
業
法
改
正
の
問
厘
点
（
寺
尾
）
わ
れ
の
見
解
」
（
案
）
、
昭
四
O・
―
-
．
―
-
0参
照
。
③
渡
辺
精
一
「
地
方
公
営
企
業
の
改
善
に
関
す
る
答
申
と
公
営
交
通
事
業
」
（
都
市
問
題
研
究
一
七
ー
ー
ニ
）
。
山
鎌
田
要
人
「
昭
和
四
十
一
年
度
地
方
財
政
の
問
題
点
」
（
自
治
研
究
四
ニ
ー
四）。
固
日
経
、
昭
四
O・
―
―
・
ニ
―
に
よ
る
と
、
当
時
自
治
省
が
算
定
し
た
再
建
債
の
発
行
を
要
す
る
累
糠
赤
字
は
、
六
0
九
億
円
で
あ
り
、
再
建
債
の
利
子
の
う
ち
、
年
三
分
五
厘
を
越
え
る
部
分
に
つ
い
て
国
が
補
給
す
る
利
子
補
給
額
は
四
一
年
度
所
要
額
で
―
二
億
円
を
算
し
て
い
た
。
七
六
